令和６年度　税務重点目標（結果報告）
	税務重点目標の推進にあたっての前提
・　協力、支援しあえる職場づくり
・　ハラスメントのない職場づくり
・　服務規律の遵守








１　税収確保の推進
（１）徴収率の向上　
「府が自ら徴収する税目」（府税のうち、個人府民税（均等割・所得割）及び地方消費税を除く税目。）について、全国上位３分の１の団体が達成（全国15位）している徴収率（99. 63％：令和６年４月見込）以上を達成する。

■　実績
	
「府が自ら徴収する税目」の徴収率（※1）は99.58％であり、前年度を0.05ポイント上回った。また、全国15位の徴収率が99.57％であったことから、0.01ポイント上回り、目標を達成した。

事務所別徴収率状況(※2)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％、ポイント）
	事務所
	令和6年度
	令和5年度
	増減
	
	事務所
	令和6年度
	令和5年度
	増減

	中央
	99.79
	99.82
	▲0.03
	
	泉南
	99.10
	98.99
	0.11

	なにわ北
	99.39
	99.19
	0.20
	
	南河内
	98.64
	98.44
	0.21

	なにわ南
	95.87
	95.70
	0.17
	
	中河内
	99.39
	99.46
	▲0.06

	三島
	99.10
	99.38
	▲0.27
	
	北河内
	99.20
	98.95
	0.25

	豊能
	98.67
	98.60
	0.07
	
	大阪自動車
	99.94
	99.81
	0.13

	泉北
	99.10
	98.68
	0.42
	
	合計
	99.58
	99.53
	0.05


※1　徴収率：府税収入額を府税調定額（課税額）で除した割合をいう。
※2　端数処理を行っているため、「令和6年度」欄と「令和5年度」欄の数値の差と、「増減」欄の数値が一致しない場合がある。










（２）課税調査の推進
公正・公平な課税を推進するため、税務局と府税事務所及び大阪自動車税事務所が連携・協力し、迅速かつ適正に課税調査を行う。

■　実績
	税　　　目
	
	目標値（年間）
	実績値
	進 捗 率

	＜事務所分＞

	◇個人事業税
	件数
	6,295件
	8,291件
	131.7％

	
	税額
	32,060万円
	46,754万円
	145.8％

	◇法人二税
	件数
	9,699件
	15,350件
	158.3％

	
	税額
	24,001万円
	55,671万円
	232.0％

	◇不動産取得税
	件数
	18,023件
	18,477件
	102.5％

	
	税額
	218,094万円
	231,223万円
	106.0％

	◇ゴルフ場利用税
	件数
	52件
	52件
	100.0％

	◇軽油引取税
	件数
	150件

	137件
	91.3％

	
	税額
	5,300万円
	1,255万円
	23.7％

	◇自動車税環境性能割
	税額
	6,700万円
	12,022万円
	179.4％

	◇宿泊税
	件数
	1,017件
	1,017件
	100.0％

	＜税務局分＞

	◇法人二税
	件数
	17件
	10件
	58.8％

	
	税額
	5,000万円
	8,235万円
	164.7％

	◇不動産取得税
	件数
	614件
	592件
	96.4％

	
	税額
	134,000万円
	94,970万円
	70.9％

	◇軽油引取税
	件数
	540件
	290件
	53.7％

	
	税額
	2,000万円
	500万円
	25.0％

	◇宿泊税
	件数
	147件
	40件
	27.2％













（３）納期内納税の推進
新たな滞納を発生させず、早期に税収の確保を図るため、課税部門及び納税部門が一体となって納期内納税を推進していく。

■　実績
	
納期内納税を推進するため、納期周知に関する広報等を積極的に実施。個人事業税の口座振替納税については、制度説明リーフレットの納税通知書への同封や府税のしおり・ホームページへの掲載等を行った。また、納税者の利便性向上のため、電子申告・電子納税やクレジットカード、スマートフォン決済アプリ等キャッシュレスによる納税方法の周知を行った。

◇主なキャッシュレス納税の利用状況
	区分
	令和６年度
	令和５年度

	
	件数
	税額
	件数
	税額

	個人事業税の口座振替納税
	50,166件
	7,771百万円
	49,836件
	7,669百万円

	ペイジー納税
	186,827件
	468,979百万円
	131,831件
	319,462百万円

	クレジットカード納税
	143,876件
	10,909百万円
	136,670件
	8,898百万円

	スマートフォン決済アプリ納税
	215,701件
	8,648百万円
	152,677件
	5,999百万円



◇自動車税（種別割）の納期内納税の状況
	令和６年度
	令和５年度

	件数
	税額
	件数
	税額

	90.8%
	89.6%
	90.2%
	89.0%


　



２　市町村との共同徴収の推進
大阪府域地方税徴収機構において、参加39市町村の税務職員の徴収技術の向上を図るとともに、引受事案については、差押えを前提とした厳正な滞納整理を行い、個人府民税にかかる直接徴収額を、2.3億円以上確保する。

■　実績
	
大阪府域地方税徴収機構において、参加市町から全税目合計16.4億円の引き継ぎを受け、9.1億円の収入を確保した。そのうち、個人府民税にかかる直接徴収額は、2.1億円（個人住民税全体では5.6億円）を確保した。









３　人材の育成
専門的な知識・経験を有する職員が減少していく中、税務組織の核となる人材の育成をめざすとともに、初任者に対しては早期に業務遂行能力の習得を図るなど、ベテラン職員の知識・経験・ノウハウの継承を意識し、積極的に人材の育成をめざす。
このため、税務局と府税事務所及び大阪自動車税事務所が連携し、体系的かつ効果的な研修のほか、職場におけるＯＪＴや自己学習を促進するための学習支援環境を充実させるとともに、実務経験を通じ、職員の意欲と知識・能力の向上を図る。
さらに、若手職員に対する研修を充実させ、府職員としてより広い視野で業務を行う能力の向上を図る。

■　実績
	
税務職員に求められる高い専門性を有する人材を育成するため、以下のとおり部局研修を実施した。

	分類
	実施回数
	時間数
	参加人数

	階層別
	11回
	42.58H
	240人

	税目別
	36回
	183.53H
	463人

	その他
	５回
	10.75H
	224人

	合計
	52回
	236.86H
	927人



また、部局研修と各所属におけるＯＪＴをスムーズに連携させるため、研修資料や受講結果を各所属にフィードバックし、職員の達成度合いに応じた職場での効果的なＯＪＴの実践につなげた。さらに、税務職員学習支援ポータルサイトを通じて、税務職員に役立つ資料や情報を提供して自主学習を支援した。
加えて、重点育成期間中等の若手職員の育成を図るため、プレゼンテーション及びディベート演習を実施した。
　








